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第１章  総則 
 
（商号） 
第１条  当会社は、ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社と称し、英文では、UMC Electronics 

Co., Ltd.と表示する。 
 
（目的） 
第２条 当会社は､次の事業を営むことを目的とする。 

１．電子機器及び周辺機器、ソフトウェアの研究、開発、設計、販売 
２．電子機器及び周辺機器の組立、加工、製造、検査、仕入、販売 
３．半導体応用製品の研究、開発、設計 
４．半導体応用製品の組立、加工、製造、検査、仕入、販売 
５．精密樹脂用金型および金型関連部品の製作、加工、販売、補修 
６．樹脂成形部品の成形・加工･組立、検査、販売 
７．コンピュータソフトウェア、コンテンツの企画、開発、設計、販売 
８．電子制御装置の設計、施工、メンテナンス 
９．各種生産ラインシステム、産業用ロボット等の設計、製造、施工、販売 
10．前各号に関する輸出入業務、検査代行、保守、修理、解析におけるサービス全般 
11．コンピュータシステムの企画、開発、設計に関する人材育成のための教育、助言 
12．経営、人事、生産、技術設計等に関わる人材派遣業務 
13．経営コンサルタント業務 
14．電子機器及び周辺機器の生産、技術設計等に関する技術コンサルタント業務 
15. 不動産の賃貸、売買、仲介及び管理業 
16．前各号に附帯する一切の業務 

 
（本店の所在地） 
第３条 当会社は、本店を埼玉県上尾市に置く。 
 
（機関） 
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

１．取締役会 
２．監査等委員会 
３．会計監査人 

 
（公告方法） 
第５条  当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
 

第２章  株式 
 
（発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数） 
第６条  当会社の発行可能株式総数は、７７，１８０，７２０株とし、当会社の発行可能種類株式総数は 

次のとおりとする。 
普通株式      ７７，１７３，７２０株 
A種優先株式  ７，０００株 

 
(自己の株式の取得) 
第７条 当会社は、取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。 
 
（単元株式数）  
第８条 当会社の普通株式の単元株式数は１００株とし、A種優先株式の単元株式数は１株とする。 
 
（単元未満株式についての権利）  
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第９条 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する 
ことができない。  

１．会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利  
２．会社法第１６６条第１項の規定による請求をする権利  
３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利  
４．次条に定める請求をする権利 

 
（単元未満株式の買増し）  
第１０条  当会社の株主は、株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併

せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することができる。 
 
（株主名簿管理人） 
第１１条  当会社は、株主名簿管理人を置く。 

②株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定める。 
③当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿及び新
株予約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取扱わ
ない。 

 
（株式取扱規則） 
第１２条  当会社の株式に関する取扱い及び手数料は、法令又は本定款のほか、取締役会において

定める株式取扱規則による。 
 
（定時株主総会の基準日） 
第１３条  当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月３１日とする。 
 

第２章の２ A種優先株式 
 

（優先配当金） 
第１３条の２ 当会社は、剰余金の配当を行うときは、A 種優先株式を有する株主（以下「A種優先株

主」という。）又は A種優先株式の登録株式質権者（以下「A種優先登録株式質権者」という。）
に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者
（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、A種優先株式１株につき、第２項に定める額
の金銭（以下「A種優先配当金」という。）を支払う。ただし、A種優先配当金の支払の基準日の
属する事業年度中に設けられた他の基準日により A種優先株主又は A種優先登録株式質権
者に対して剰余金の配当を行ったときは、かかる配当の累積額を A種優先配当金から控除し
た額の金銭を支払うものとする。 

   ②   ある事業年度に係る A種優先株式１株当たりの A種優先配当金の額は、１，０００，０００円
（以下「本払込金額」という。）に０．００７４を乗じて得られる額とする。なお、A種優先配当金の
計算は、円位未満小数第１位まで計算し、その小数第１位を四捨五入する。ただし、A種優先
株式について最初の払込みがなされた日（以下「本払込日」という。）の属する事業年度におい
ては、本払込日（同日を含む。）から当該事業年度の末日（同日を含む。）までの日数で１年を
３６５日として日割計算した額とする。 

     
 

③  ある事業年度においてA種優先株主又はA種優先登録株式質権者に対してする剰余金の
配当の額が A 種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し
ない。 

     ④  A種優先株主又は A種優先登録株式質権者に対しては、A種優先配当金の額を超えて剰
余金の配当は行わない。 

 
（残余財産の分配） 
第１３条の３ 当会社は、残余財産を分配するときは、A種優先株主又は A種優先登録株式質権者に

対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、A 種優先株式１株につき、残余財産の分
配が行われる日（以下「残余財産分配日」という。）における本償還価額（第１３条の６第１項に
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定義される。）を支払う。なお、本項において、本償還価額の計算における「償還請求日」を「残
余財産分配日」と読み替えて、本償還価額を計算する。 

② A種優先株主又は A種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行
わない。 

 
（議決権） 
第１３条の４ A種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができな

い。 
 
（譲渡制限） 
第１３条の５ A種優先株式を譲渡により取得するには、当会社の取締役会の承認を要する。 
 
（金銭を対価とする取得請求権） 
第１３条の６ A種優先株主は、本払込日以降いつでも、当会社に対して、その有する A種優先株式の

全部又は一部を取得することを請求（以下「償還請求」といい、償還請求が効力を生じた日を
「償還請求日」という。）することができる。この場合、当会社はA種優先株主が償還請求をした
A種優先株式を取得するのと引換えに、償還請求日における分配可能額を限度として、償還
請求日において、A種優先株式１株につき、本払込金額に経過優先配当金相当額を加算した
額（以下「本償還価額」という。）の金銭を支払う。なお、本償還価額に１円未満の端数がある
場合、当該端数を四捨五入する。 

②  前項の「経過優先配当金相当額」とは、償還請求日において、償還請求日の属する事業年
度の初日（ただし、本払込日の属する事業年度においては、当該本払込日）（同日を含む。）か
ら償還請求日（同日を含む。）までの日数に A種優先配当金の額を乗じた金額を３６５で除して
得られる額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）をいう。ただし、
償還請求日の前日までに、当該事業年度中の日を基準日としてA種優先株主又はA種優先登
録株式質権者に対し剰余金の配当を行ったときは、かかる配当の累積額を控除した額とする。 

 
（普通株式を対価とする取得請求権） 
第１３条の７ A種優先株主は、本払込日から１年後の応当日以降いつでも、当会社に対して、第２項

に定める数の普通株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有する A
種優先株式の全部又は一部を取得することを請求すること（以下「普通株式対価取得請求」と
いう。）ができるものとし、当会社は、当該普通株式対価取得請求に係る A 種優先株式を取得
するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通株式を、当該 A種優先株
主に対して交付するものとする。 

②  A種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、本払込金額に普通株式対価取
得請求に係る A種優先株式の数を乗じて得られる額を、第３項及び第４項で定める取得価額で
除して得られる数とする。また、普通株式対価取得請求に係る A種優先株式の取得と引換えに
交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ
の場合においては、会社法第１６７条第３項に定める金銭の交付は行わない。 

③  当初取得価額は、３３１円とする。 
 

第１３条の７ 
④  取得価額は、２０２２年５月末日（同日を含む。）以降、毎年５月末日及び１１月末日（当該日
が取引日でない場合には翌取引日とする。以下「取得価額修正日」という。）において、各取得
価額修正日に先立つ連続する３０取引日（以下、本項において「取得価額算定期間」という。）の
株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）が発表する当会社の普通株式の
普通取引の売買高加重平均価格（以下「VWAP」という。）の平均値（円位未満小数第２位まで
算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、取得価額算定期間中に第５項に規定する事由
が生じた場合、当該 VWAPの平均値は第５項に準じて当会社が適当と判断する値に調整され
る。）に相当する額に修正され（以下、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」とい
う。）、修正後取得価額は同日より適用される。ただし、修正後取得価額が１５７円（ただし、第５
項に規定する事由が生じた場合、上記の金額は第５項に準じて当会社が適当と判断する値に
調整される。以下「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価
額とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当会社普通株式の普通取引が行わ
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れる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。 
⑤  取得価額の調整 

(a)本払込日の翌日以降に以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得
価額を調整する。 

(ⅰ)普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額
を調整する。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通
株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数（ただし、その時点で当会社が保有する普通
株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（ただ
し、その時点で当会社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。 

 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 × 
分割前発行済普通株式数 

分割後発行済普通株式数 

 
調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ず
る日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適用
する。 

(ⅱ)普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。 
 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 × 
併合前発行済普通株式数 

併合後発行済普通株式数 

 
調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。 

(ⅲ)(d)号に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又
は当会社が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交
付と引換えに取得される株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含
む。以下、本項において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の
行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を
除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。取得価額
調整式における「１株当たり払込金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合に
は、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた
場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定め
た場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当
会社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通
株式の数」は「処分する当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が保有する普通株式
の数」は「処分前において当会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。 

 
 

       (発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数 ) 

    
＋ 

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払込金額 

調整後 

取得価額 
＝ 

調整前 

取得価額 
× 

普通株式１株当たりの時価 

(発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数 ) 

    ＋ 新 た に 発 行 す る 普 通 株 式 の 数 

 
(ⅳ)当会社に取得をさせることにより又は当会社に取得されることにより、(d)号に定める普通
株式１株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付
を受けることができる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、
かかる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本
(ⅳ)において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当
てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本(ⅳ)において同じ。）に、また株主割
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当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され
普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」とし
てかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、払
込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また
株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取
得に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取
得価額は、当該対価の確定時点において発行又は処分される株式の全てが当該対価の
確定時点の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該
対価が確定した日の翌日以降これを適用する。 

(ⅴ)行使することにより又は当会社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約
権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出資の目
的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。以下、本(ⅴ)において同じ。）の合計
額が(d)号に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受
けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、
かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日
（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本(ⅴ)におい
て同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初
の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式
において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新
株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用し
て計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割
当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、
また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取
得又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、
調整後取得価額は、当該対価の確定時点において発行される新株予約権全てが当該対
価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなして算
出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。ただし、本(ⅴ)による
取得価額の調整は、当会社又は当会社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の役
員又は従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予
約権には適用されないものとする。 

 (b)前号に掲げた事由によるほか、以下の(ⅰ)乃至(ⅲ)のいずれかに該当する場合には、当会
社は A種優先株主又は A種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並
びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他必要な事項を通知したうえ、取得価
額の調整を適切に行うものとする。 

(ⅰ)合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移
転、吸収分割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若
しくは一部の承継又は新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ)取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取
得価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要
があるとき。 

(ⅲ)その他、発行済普通株式数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又
は変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。 

(c)取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数
第２位を四捨五入する。 
(d)取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日
（ただし、取得価額を調整すべき事由について東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧
サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日）に先立つ連続する３０取引日
の VWAPの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とす
る。 
(e)取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が
０．１円未満にとどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、本号により不要とさ
れた調整は繰り越されて、その後の調整の計算において斟酌される。 
 

（取得条項） 
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第１３条の８ 当会社は、当会社の取締役会が別に定める日（ただし、当会社は、３０営業日前の日（同
日を含まない。）までに、会社法第１６８条第２項及び第１６９条第３項に定める通知（なお、公
告をもってこれに代えることはできない。）を A種優先株主及び A種優先登録株式質権者に対
して行うことを要し、当該日の３０営業日前の日以降に通知を行った場合、当該通知の日の３１
営業日後の日とする。以下「取得日」という。）の到来をもって、取得日における分配可能額を
限度として、A種優先株式の全部又は一部を取得することができるものとし、当会社は、A種優
先株式を取得するのと引換えに、A種優先株式１株につき、当該取得日における本償還価額
を支払う。なお、本項において、本償還価額の計算における「償還請求日」を「取得日」と読み
替えて、本償還価額を計算する。なお、一部取得を行うにあたり、A種優先株主が複数存在す
る場合には、取得する A種優先株式は、比例按分により当会社の取締役会が決定する。 

 
（株式の併合又は分割、募集株式の割当等） 
第１３条の９ 当会社は、A種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。 
    ②当会社は、A種優先株主又は A種優先登録株式質権者には募集株式の割当を受ける権利又

は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、また、株式又は新株予約権の無償割当て
は行わない。 

 
第３章  株主総会 

 
（招集） 
第１４条  当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれを招集し、臨時株主総会は、必要があるときに

随時これを招集する。 
 
（招集権者及び議長） 
第１５条  株主総会は、取締役社長がこれを招集し議長となる。 

②取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締
役が株主総会を招集し、議長となる。 

 
（電子提供措置等） 
第１６条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について電子提

供の措置をとる。 
②当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部又は一部について、
議決権の基準日までに書面交付請求をした株主に対して交付する書面に記載することを要しな
いものとする。 

 
（決議の方法） 
第１７条  株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行

使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 
②会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分
の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 
（議決権の代理行使） 
第１８条  株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使すること

ができる。 
②株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならな
い。 

 
（種類株主総会） 
第１８条の２ 第１３条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会について準用する。 

②第１５条、第１６条及び第１８条の規定は、種類株主総会について準用する。 
③第１７条第１項の規定は、会社法第３２４条第１項の規定による種類株主総会の決議につい
て、第１７条第２項の規定は、会社法第３２４条第２項の規定による種類株主総会の決議につ
いて、それぞれ準用する。 
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第４章  取締役及び取締役会 
 
（員数） 
第１９条 当会社の監査等委員でない取締役は、７名以内とする｡ 

②当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とする｡ 
 
（選任方法） 
第２０条  取締役は、株主総会において選任する。 

②取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

③前項の規定による取締役の選任は、監査等委員である取締役と監査等委員でない取締役と
を区別して行う。 

④取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 
 
（任期） 
第２１条  監査等委員でない取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとする。 
②監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会終結の時までとする。 

③任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委員である
取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時までとする。 

④補欠の監査等委員である取締役の予選の効力は、当該選任のあった株主総会後、２年以内
に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会開始の時までとする。 

 
（代表取締役及び役付取締役） 
第２２条  取締役会は、その決議によって監査等委員でない取締役の中から代表取締役を選定する。 

②取締役会は、その決議によって監査等委員でない取締役の中から取締役社長、取締役会長各
１名、取締役副会長、取締役副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を定めることができ
る。 

 
（取締役会の招集権者及び議長） 
第２３条  取締役会は、法令に別段の定めある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

②取締役社長に欠員又は事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、
他の取締役が招集し、議長となる。 

 
（取締役会の招集通知） 
第２４条  取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮することができる。 
②取締役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催することができ
る。 

 
（取締役会の決議方法） 
第２５条  取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過半数をも

って行う。 
 
（取締役会の決議の省略） 
第２６条  当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものとみな

す。 
 
（重要な業務執行の決定の委任） 
第２７条  当会社は、会社法第３９９条の１３第６項の規定により、取締役会の決議によって重要な業

務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部または一部を取締役に委任する
ことができる。 
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（取締役会規程） 
第２８条  取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取締役会において定める取締役会規

程による。 
 
（報酬等） 
第２９条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以

下、「報酬等」という。）は、監査等委員である取締役と監査等委員でない取締役とを区別して、
株主総会の決議によって定める。 

 
（取締役の責任免除） 
第３０条  当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役で

あった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除す
ることができる。 

②当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除
く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。
ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

 
第５章  監査等委員会 

 
（常勤の監査等委員） 
第３１条  監査等委員会は、その決議によって、常勤の監査等委員を選定することができる。 
 
（監査等委員会の招集通知） 
第３２条  監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 
②監査等委員の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員会を開催するこ
とができる。 

 
（監査等委員会の決議方法） 
第３３条  監査等委員会の決議は、議決に加わることができる監査等委員の過半数が出席し、その過

半数をもって行う。 
 
（監査等委員会規程） 
第３４条  監査等委員会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査等委員会において定める監

査等委員会規程による。 
 

第６章  会計監査人 
 
（会計監査人の選任） 
第３５条  会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 
 
（会計監査人の任期） 
第３６条  会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。 
②会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がなされなかったときは、当該定時
株主総会において再任されたものとみなす。 

 
（会計監査人の報酬等） 
第３７条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の同意を得て定める。 
 

第７章  計算 
 
（事業年度） 
第３８条  当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの 1年とする。 
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（剰余金の配当の基準日） 
第３９条  当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。 

②前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 
 
（中間配当金） 
第４０条  当会社は取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中間配当をすることがで

きる。 
 
（配当金の除斥期間） 
第４１条  配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されな

いときは、当会社はその支払義務を免れる。 
 

附則 
 
（監査役の責任免除に関する経過措置） 
第１条 会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、２０２０年３月開催の臨時株主総会において決

議された定款一部変更の効力が生ずる前の任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者
を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することがで
きる。 

 
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置） 
第２条 定款第 16 条（株主総会参考書類等のインターネット開示）の削除及び定款第 16 条（電子提供

措置等）の新設は、2022年９月１日から効力を生ずるものとする。 
②前項の規定にかかわらず、2022年９月１日から６ヵ月以内の日を株主総会の日とする株主総会に
ついては、定款第 16条（株主総会参考書類等のインターネット開示）は、なお効力を有する。 

③本条の規定は、2022 年９月１日から６ヵ月を経過した日又は前項の株主総会の日から３ヵ月を経
過した日のいずれか遅い日後にこれを削除する。 

 

 


